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抗 議 文 

 

私どもは、日用品に含まれる香料や消臭成分等の化学物質による健康被害（香害）を受けてい

る当事者を中心にして、2021 年に発足した団体、カナリア・ネットワーク全国と申します（２０

２6 年 8 月現在、会員数約 1060 人）。被害の実態を世に広め、被害者と支援者のネットワークを

作り、被害者が置かれている様々な人権侵害の現状について解決を求めて行くことを目的として

おります。 

 

貴局において８月 5 日に放送された「おはよう寺ちゃん」において、「香害」や「化学物質過

敏症」に関する虚偽情報が流され、聴取者に誤解を与える結果となったことに対し、強く抗議

いたします。 

 

当該放送では、 

• 事実と異なる説明が複数回行われたこと 

• 根拠の提示がないまま断定的な表現が使用されたこと 

• 調査・確認を怠ったまま情報が流布された疑いがあること  

が確認されました。 

 

ゲストの村中璃子氏の発言は、医師という立場でありながら、正確な根拠も示さないまま「香

害」や「化学物質過敏症」について偏った認識を広めるものです。 

 

以下に村中氏の発言の主な誤りを示します。 

 

① 化学物質過敏症 病名認定について 



→病名登録を 1990 年頃などと言っていたが、２００9 年の誤り。当時の発症起因の多くは

シックハウスであり、香害の声が急増し始めたのは、この病名登録から７～８年近く経っ

てからのこと。 

「香害と騒ぐ人間を救済するために別の名前を持たせた」という発言は事実に反する。 

 

② 医学界で認められていない 

→病名登録は、医学的診断に基づき病態にある者の治療、投薬、保障における必要性に応

じている。化学物質過敏症の病名登録もまた同様である。公共の電波で医師がこれを否定

することは、患者の生きる道を奪うに等しい。たとえ、化学物質過敏症の機序が解明され

ていなくとも、「医学界では認められていない」とする発言とともに、病名登録に疑問を呈

するのは、人命を守る使命をもつ医師として不適切な発言である。 

なお、厚生労働省の研究班が、「中枢感作症候群」の一つとして化学物質過敏症を研究して

いる。これは、機序を明らかにする必要があるためで、詐病や単に心因性の病態と断定す

るものではない。 

 

③ 天然のものは大丈夫で、合成はダメなのはおかしい 

→化学物質過敏症患者の多くは天然の香りにも反応してしまう人が大多数である。この程

度の認識のない村中氏には、実際に柔軟剤や消臭剤などに繰り返し同様の症状が認められ

る患者の診察に従事したことはあるのか。その点を番組製作者は確認をされているか。専

門外であり、診察の経験もなかったとすれば、あのような断定的で誤った情報を番組で発

言することに対し、事前の打ち合わせや注意が行われていたのか。 

 

④ 生活に支障がないにも関わらず、香害で障害年金を受給する行為が横行している 

→化学物質過敏症患者の実態を全く認識していない。公共交通機関での移動すら困難で、

通院もままならず、確定診断も受けられず、障害年金受給にたどりつけない人も多い。 

誰にどんな取材をしたかも明かさずに、「存在しない病気」と患者を切り捨てる悪意ある発

言で看過できない。 

悲惨な被害があることを全く伝えず、微細な症状を大騒ぎしている人たちがいるという印

象を与える放送制作側の姿勢も問うものである。 

 

⑤ 日本だけで起きている 

→日用品の香料による健康被害は、日本だけの話ではない。 

北米では、香料が健康被害を起こすことは知られており、アメリカでは 2015 年に香料被害

を描いたドキュメンタリー映画「STINK!」が話題になっている。CDC（アメリカ疾病対策

センター）では無香料ポリシーを導入している。 

カナダでは、ASEQ-EHAQ( Environmental Health Association Quebec)ケベック環境保健

協会 https://aseq-ehaq.ca/en/が、様々な実験結果や研究を発表している。 

「日本だけが騒いでいる、存在しない病気を消費者運動に利用している」という村中氏の

https://aseq-ehaq.ca/en/


ストーリーは悪意に満ちている。 

 

 

番組側は、村中氏の発言を受け売りにするのみで、香害被害の実態や化学物質過敏症発症者

の窮状を放送で補足することもありませんでした。 

香害については、諸団体が科学的調査や研究を消費者庁、厚労省など関係省庁に再三求め、

また国会でも複数の議員より答弁があります。先の記述のように厚労省は機序の解明に研究を

続け、また各関係省庁による「周知ポスター」も作製しています。 

その実施についても、村中氏の安直な想像をもって揶揄に等しい発言をされています。 

これまで、さまざまなメディアで「香害」や「化学物質過敏症」は報道されてきましたが、

今回の番組のような被害者、発症者及び関係各所の働きに対して、侮辱的で配慮に欠けた内容

はありませんでした。 

科学的議論や自由な表現は大いに歓迎されるべきものですが、実態をみず、当事者の声も拾

わず確認もせず、医師という社会的信頼を得やすい肩書きを利用し困窮する人々への思いやり

も信頼もない、偏った思い込みを流布することが、文化放送の使命でしょうか。 

 公共性の高いメディアとして、正確性・中立性・検証性が求められるにもかかわらず、今回

の放送内容はその責務を著しく欠いております。虚偽情報の拡散は、聴取者の判断を誤らせる

だけでなく、関係者の名誉や信用を不当に損なう重大な問題です。 

 

つきましては、以下の点について速やかな回答と対応を求めます。 

1. 当該虚偽情報が放送された経緯の説明 

2. 事実誤認が生じた原因の調査および再発防止策の提示 

3. 視聴者に対する訂正放送及び、アーカイブ放送の削除、謝罪の実施 

4. 今後の番組制作体制の改善方針の明示 

 

貴局が放送事業者としての責務を果たし、信頼回復に向けて誠実な対応をされることを強く求

めます。 本件についての回答を 8 月 20 日までに下記の当団体事務局までメールでいただけま

すようお願い申し上げます。 

なお、いただいた回答は、カナリア・ネットワーク全国 HP 等で公表させていただきます。 

 

以上 

 

 

カナリア・ネットワーク全国 

HP： https://canary-network.org/ 

事務局メールアドレス： info@canary-network.org 


